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測れる学力／測れない学力の二項対立構図の学校社会学 

－資質・能力の測定可能性と教科学力の規定要因を巡る多変量解析－ 
キーワード：資質・能力、教科学力、SSH、重回帰分析、テキストマイニング 

教育システム専攻 

 高倉 維

 
１．本論文の構成 

 本論文の構成について、その全体が概観できるよう、 

以下に、主要な目次を示す。 

 

序章  

 第１節 問題の所在 

 第２節 先行研究の状況 

 第３節 研究課題と分析視角 

 第４節 本研究の論証方法 

第５節 本研究で扱う資料／データ 

第１章 SSH 指定校調査 

 第１節 SSH指定校が育成を目指す資質・能力について 

 第２節 SSH 指定期間と資質・能力との関係性 

 第３節 育成を目指す資質・能力の評価方法 

 第４節 資質・能力とその評価法の地域と指定期間に

よる傾向 

 第５節 小括  

第２章 資質・能力に対する教員の認識 

 第１節 ロジスティック回帰分析に用いる変数について 

 第２節 「学びへの意識・態度」を表す変数の作成に

ついて 

 第３節 ロジスティック回帰分析の結果 

 第４節 小括  

第３章 教科学力の規定要因分析 

 第１節 クラスター分析による教科学力の変容の分類 

 第２節 3 年次の教科学力の規定要因について 

 第３節 2 年次の教科学力の規定要因について 

 第４節 学年間、教科間における学力の規定要因について 

 第５節 小括 

第４章 資質・能力育成過程調査 

 第１節 本章における分析視角について 

 第２節 授業アンケートデータの分析結果 

 第３節 KHcoder による分析 

 第４節 小括 

終章  

 第１節 結論  

 第２節 今後の課題 

 

２．本論文の概要 

序章 

１）問題の所在：なぜ学習指導要領の改訂は繰り返され、

教育現場は翻弄されるのか 

 教育現場で育成が求められるものは、文部科学省が告

示する学習指導要領に示される。これまで、学習指導要

領は過去９回改訂されている。これらの改訂について、

志水（2005）は「知識重視」の極と「態度重視」の極を

用いた振り子論として図を用いて説明している（志水

2005，pp．28-33）。また、田中（2019）は学習指導要領

の性格が大きく変化する時に、注目すべき「学力論争」

が起こっていると述べている（田中 2019，p．132）。そ

の際、主に指摘されていることは、「知識重視」の極に振

れた場合は、知識の詰め込み、暗記学習になること、「態

度重視」の極に振れた場合は、学力低下を招くというも

のである。これまでの学習指導要領の変遷の歴史を見て

いくと、似たような問題点が指摘され改訂が繰り返され

てきたといわれている。そして改訂の度に教育現場はそ

の対応に追われている。では、教育現場に混乱を招くよ

うな学習指導要領の改訂がなぜ繰り返されてきたのだろ

うか。改訂の際に指摘されてきた学力低下や詰め込み学

習等の問題点は、あくまで教育現場全体のマクロな特徴

をとらえているにすぎない。教育現場全体のマクロな特

徴の背景には、当然だが、さまざまな各教育現場の問題

が隠れている。2019（令和元）年 12月に大学入学共通テ

ストへの記述式の導入が見送られ、2020（令和 2）年の

教育改革の停滞による影響を受ける教育現場の混乱はこ

れまで以上に深刻化する可能性を含んでいる。教育現場

における「知識重視」の極である教科学力と「態度重視」

の極である資質・能力の二項対立がさらに加速し、現場

は混乱から逃れられないことになるだろう。 

修士論文梗概(2021年度) 
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２）先行研究の状況：教育現場における資質・能力育成

の問題点 

現在の教育現場が抱える混乱と問題点の多くは資

質・能力の育成過程に生じている可能性が高い。スーパ

ーサイエンスハイスクール（以下「SSH」）事業等の国の

教育事業に指定されている学校では、先駆的に資質・能

力の育成に取り組んでおり、教育現場が抱える混乱と問

題点を調査する対象として適していると考えられる。

SSH指定校における資質・能力の先行研究は、独自の教

育実践や教材開発、その効果の検証に関するものが多く、

意欲的に研究開発に取り組んでいる学校が多いものの、

資質・能力の育成における混乱や問題点について分析さ

れた研究は管見の限り見当たらない。また、SSH指定校

以外の教育現場において、資質・能力育成の問題を指摘

している先行研究は、どのようにすれば児童生徒の資

質・能力を効果的に育成できるかという視点で研究され

ているものが多い。例えば、石井（2019）は、能力や学

習活動の階層性を踏まえた教育を提唱している（石井

2019，pp．20-28）。確かにこれらの研究は、教育現場で

の資質・能力の育成における計画段階や授業等の実践に

おいてとても効果的な示唆を与えるに違いない。しかし、

高校教育現場の視点から見ると、これらの助言を踏まえ

て、教育活動を見直すことができる高校が果たしていく

つあるのか疑問を感じてしまう。大学入試改革が頓挫し

てしまった今、教育現場ではこれまで以上に資質・能力

と教科学力との二項対立的な構図の進行が予想できる。

資質・能力の育成の充実をはかるよりも先に、教育現場

での資質・能力と教科学力それぞれの育成過程に生じて

いるズレに関しての分析が必要であると考える。 

 

３）研究課題と論証方法：教育現場での混乱の現状把握

と、教科学力の規定要因と資質・能力育成過程上の関係

性についての探索 

高校教育現場においては、先行研究の知見が生かせる

環境をまず整える必要があるため、本研究では、資質・

能力と教科学力の二項対立的構図について検証をしてい

く。資質・能力の育成をうまく組み込めない原因として

とても単純な構造で考えられるのが、教科学力の育成過

程に必要な何かが、資質・能力の育成を組み込むことに

よりうまく機能しなくなるという構造である。そのため、

高等学校での教科学力の規定要因について多変量解析を

用いて分析を行い、その後、得られた教科学力の規定要

因に対して影響を及ぼす要因が、資質・能力の育成の過

程に生じていないか検証していく。教科学力と資質・能

力の関係性を分析するためには、複数の視点から包括的

に捉える必要があると考え、本研究では 3つの視点に基

づいた調査・分析を用いて論証していく。1 つ目は、資

質・能力の育成に取り組む教育現場の現状と混乱を確認

するための調査である（SSH指定校調査）。2つ目は、SSH

指定校である福岡県立高等学校普通科における教科学力

の規定要因についての分析である（教科学力の規定要因

分析）。そして 3つ目は、教科学力と資質・能力のそれぞ

れの育成過程において、かみ合わない要因を抽出するた

めの調査、分析である（資質・能力育成過程調査）。まず、

SSH指定校調査で資質・能力の育成における現場の混乱

と生じている問題点を概観する。その問題点について、

詳細なデータが入手可能である SSH 指定校１校に着目

し、教科学力の規定要因に対して影響を及ぼす要因が、

教育現場における資質・能力の育成の過程において生じ

ていないか検証していく。 

 

第１章：SSH指定校調査：本当に教育現場は混乱し問題

を抱えているのか 

本章では、実際の教育現場で資質・能力の育成におけ

る混乱や問題が本当に生じているのかについて検証した。

調査対象を全国の SSH指定校とし、作成とHP上での公

開が義務付けられている研究開発実施報告書に記載され

た、各学校が育成を目指す資質・能力とその評価法を集

計した。調査結果からは、やはりほとんどの学校で積極

的に生徒の資質・能力の育成に取り組んでいること、ま

た、各学校が育成を目指す資質・能力については、国や

教育機関が提言している資質・能力の影響を受けている

ものが多いことがみてとれた。具体的には、「SSH の目

的」、「21世紀型スキル」、「社会人基礎力」からの影響を

受けたであろう資質・能力である。SSH指定校は報告書

や HP にて積極的に外部へと教育内容を発信することが

求められているため、抽象的で認知されやすい資質・能
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力を基盤に目的が設定されている可能性が高い。資質・

能力の評価法を集計した結果からは、評価することの難

しさも確認することができた。最も多くの学校で採用さ

れている評価法としては、アンケートやルーブリックに

よる生徒自身での自己評価形式のものである。その割合

は指定期間が長くなるにつれて減り、他の評価方法へと

移行していくが、最終的に指定期間の最長である 4期目

では再度アンケートの割合が大きくなっている。これは、

資質・能力の伸長を測るということよりも、校内組織や

生徒の自己学習に評価を活用しており、当初の目的が別

の目的へとシフトしている可能性を含んでいると考えら

れる。このように特に評価については、数値評価に取り

組むも、その難しさから簡易的なものへの移行や、当初

の目的から別の目的への移行している状況がみてとれた。

そこから推測するに、資質・能力は測りたいが測れない

現場の葛藤があり、それゆえに、数値で測れる教科学力

の育成を重視してしまう可能性も考えられる。また、多

くの学校に共通して見られた、「抽象的で認知されやすい

資質・能力の設定」については、より細かく資質・能力

の育成過程について分析する「資質・能力育成過程調査」

における１つの分析視点としたい。 

 

第２章：資質・能力に対する教員の認識：抽象的な資質・

能力が教育現場に及ぼす影響 

資質・能力を現場の教員たちはどのように認識し、そ

の有無をいかに判断しているのかを分析するために、ロ

ジスティック回帰分析を行った。SSH指定校である福岡

県立高校普通科 1校の全教員 41名に対して、2019（令和

元）年 12月にアンケートを実施し、「批判的思考力」、「創

造的思考力」、「協働的思考力」それぞれの能力が高いと

教員が判断した生徒を 1名ずつ選出してもらった。選出

された生徒を従属変数（1,0データ）とし、独立変数は「学

力的要素（進研模試のパーセンタイル順位）」、「価値観的

要素（先行研究の尺度より算出）」、「性格的要素（先行研

究の尺度より算出）」、「学びへの意識・態度（生徒アンケ

ートの結果を因子分析し、因子得点を算出）」の 4つの要

素について変数を作成した。以降の分析も含め、統計処

理には IBM 社 SPSS statistics25を用いている。ロジステ

ィック回帰分析の結果をみると、同じ思考力ではあるも

のの、その名称に「批判的」、「創造的」、「協働的」がそ

れぞれ入ることにより、生徒を評価する教員の視点が変

わっていることがわかった。5％水準で有意であった項目

に着目すると、批判的思考力においては、「学力的要素」、

「価値観的要素（学習観）」の項目が有意であり、比較的

生徒から表出しやすい学力・学習の概念に影響を受けて

いることがわかる。創造的思考力については、「価値観的

要素（学習観）」の項目が有意であり、比較的表出しにく

く、生徒のうちに秘めた学力・学習の概念に影響を受け

ていることがわかる。協働的思考力については、「性格的

要素」、「学びへの意識・態度」の項目が有意であり、授

業や普段の学校生活において表出する生徒の行動・態度

の影響を受けていることがわかった。第１章で示した通

り、各学校の教育目的・目標が抽象的で認知されやすい

資質・能力を基盤に設定されている場合、実際に児童生

徒と関わる教員にとってはその資質・能力が必要と感じ

にくく、教員間で資質・能力に対する認識のコンセンサ

スがとりにくいことがわかった。このことは、教育現場

で資質・能力育成がうまく進められていない原因の一つ

であると考えられる。 

 

第３章：教科学力の規定要因分析：高等学校での教科学

力の規定要因は何か 

本章では高等学校での教科学力の規定要因について

多変量解析を用いて分析を行った。従属変数を 3年次 11

月マーク模試と 2年次 2月マーク模試（国語・数学ⅠA・

英語のパーセンタイル順位）、独立変数を第 2章で示した、

「学びへの意識・態度」、「価値観的要素」、「性格的要素」

に「相対年齢」を加え、強制投入法を用いて階層的重回

帰分析を行った。階層的重回帰分析の結果から、教科学

力の規定要因は学年、そして教科により大きく異なって

いることがわかった。しかし、教科ごとに異なる目的が

設定され、テストによる出題の特徴も異なるため、教科

学力の規定要因が教科により異なることは当然のことで

ある。ただし、学年によって教科学力の規定要因が異な

ることはあまり知られていないのではないだろうか。特

に、学年をまたいで一人の教員が授業をするような場合

においては、各学年に応じて授業手法を変えるような取

組が必要であるかもしれない。大学入試につながる 3年
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11月の教科学力については、正負の影響の違いはあるが、

「学びへの意識・態度」の変数から特に影響を受けてい

ることがわかった。「学びへの意識・態度」はその他の変

数と比べると、普段の学校生活や授業の中で形成されて

いくことが考えられ、教員の力量や努力による部分が大

きい。また、性別ダミーや理系文系ダミー、そしてそれ

らの交互作用項を独立変数に加えて、さらに重回帰分析

を行ったところ、各ダミー変数が有意な結果を示したこ

とから、生徒の学習意識等が教科学力に与える影響は、

文系理系の選択や性別に応じて異なっており、複雑に

様々な要素が絡み合っていることがわかる。そのため、

教育現場において、ある特定の指導を行えば必ず学力が

あがるといったような万能な方法は存在せず、生徒の意

識や態度、目標志向の形成支援について、文系理系とい

う生徒の属性を踏まえながら、教員は継続的かつ系統的

に学習支援を行っていく必要がある。授業における生徒

の資質・能力の育成過程において、今回の分析で明らか

になった、教科学力を規定している学びへの意識・態度

等の形成を妨げるような要因がないか、第 4章の資質・

能力育成過程調査の中で検証する必要がある。 

 

第４章：資質・能力育成過程調査：教科学力育成と資質・

能力育成の間に生じているズレ 

本章では、第 3章の分析で明らかになった、教科学力

の規定要因である「学びへの意識・態度」の形成を妨げ

るような要因が、授業での資質・能力の育成過程に生じ

ていないか検証することを目的とする。本章の分析では、

第 3章で用いたデータと同様に、調査対象校である福岡

県立高等学校普通科で実施された、授業改善の取組にお

ける授業データを用いる。調査対象校では資質・能力の

育成に特化した、授業開発アンケートという独自の取組

を実施している。授業開発アンケートとは、アンケート

上で教員がその授業で育成する資質・能力を明記し、そ

のための手立てと、到達目標を生徒が理解できるよう文

章で示すものである。今回の分析では授業者が示した授

業手立てのみに着目している。また、調査対象校では、

自校で育成を目指す生徒の資質・能力を上位概念と下位

概念に分けて設定している。上位概念に位置する資質・

能力の方が下位概念に比べ、より包括的で抽象的な名称

を用いて設定しているため、その抽象度に応じて、実施

される授業で用いられる手法に何かしらの特徴がないか

検証する。分析にはテキスト型データを統計的に分析す

るためのフリーソフトウェアである KHcoder を使用し、

頻出語抽出と頻出語における性質を把握するための階層

的クラスター分析を行った。分析結果からは、より抽象

的な資質・能力を育成する場合に、体験、活動ベースの

授業手法が選ばれやすいことが明らかになった。資質・

能力が抽象的なものになるほど、それを育成するための

指導法の焦点が定まらなくなり、結果として、いくつか

の要素を包括的に育成できる、グループワーク等の活動

ベースの手法に行きついてしまう可能性が考えられる。

また、活動ベースの手法では、生徒への指導に教員が介

入できる隙間が少なくなり、教員の手から離れた生徒た

ちの相互関係の中で授業が進行していくため、継続的で

系統的な学習支援が難しくなる。そうなれば、教科学力

の規定要因である生徒の学習への意識・態度の形成にも、

ある程度影響が生じてしまうことは十分に考えられるこ

とである。 

 

終章 

本研究の目的は大きく 2つあり、その 1つがこれまで

述べてきたように「教育現場での教科学力と資質・能力

の育成過程においてかみ合わない要因を抽出し、教育現

場で混乱が生じている原因の一端を明らかにすること」

であった。そして、2 つ目が「教科学力と資質・能力に

おける二項対立的な構図を抑制し、相互補完的に両方の

育成に教育現場が取り組める環境を整えること」である。

今回の調査、分析結果を踏まえ、必要と考えられる環境

整備は大きく次の 2 つが挙げられる。1 つ目は、各学校

が育成を目指す資質・能力を抽象的ではなく、より具体

的に示すことである。そして、2 つ目が生徒の資質・能

力の成長を測る評価方法の整備である。しかし、本来、

教育現場の混乱を解消するための 2つの改善策には、そ

の目的とは裏腹に教育現場に新たな混乱を招く可能性を

備えていることにも注意しなければならない。そもそも、

教育現場に対して育成を求めている資質・能力とは、本

当に存在しているのかも不明確である。潜在因子等を考

慮したわけではなく、21世紀型スキルや社会人基礎力な
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ど、海外の概念や、めざす経済人から抽出されたような

資質・能力では、測ろうにも測れないのである。そして、

資質・能力を測れないからこそ、数値で測れる教科学力

を教員は信頼し、ますます両者の二項対立構図が悪化し

ている可能性もあるだろう。また、もし、正確に生徒の

資質・能力を測定する手法が開発されたとしても、測れ

るようになった資質・能力はその測定方法から対策可能

になり、資質・能力のカテゴリーからは外れてしまう。

その代わりとして、さらに背後にあるであろう、より抽

象的な言葉で表された概念が新たな資質・能力として加

わり、今度はそれを測ろうと教育現場は努力するのであ

る。つまり、資質・能力とは、測れないからこそ存在す

ることが許されているものではないだろうか。そして、

測ることができない資質・能力を測るという難題を抱え

た教育現場の混乱は、この矛盾が解消されない限り、今

後も続いていく可能性が高い。これまでの先行研究では、

資質・能力と教科学力についてはそれぞれ別の研究対象

として調査、分析がなされてきた。そのような状況で、

教科学力育成と資質・能力育成の間に生じているズレに

着眼し、同じ調査対象校から得た教科学力、資質・能力

とが紐づいたデータを分析することで、両者の絡み合っ

た構造を明らかにしたことは本研究のオリジナリティと

いえる。 
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